
「（多様な）教育機会確保法案」と「不登校」をめぐる動向 
（2016 年 4 月 25 日現在） 

 
● 法案は、当初検討されていたようなフリースクールを公的に位置づける法案ではなく、不登

校対策法案に変質しています。 
● 特に２０１６年以降、議員立法の条文案と文部科学省の方針が重複するようになり、従来の

不登校対策の反省もないまま、むしろ法制度化によって強化・固定化されようとしています。 
● 法案には、市民の願いの本質部分や対案は、反映されていません。 
 

２０１４年                                             

 ４月２４日 夜間中学等義務教育拡充議員連盟 発足 
 ６月 ３日 超党派フリースクール等議員連盟 発足 
 ７月 ３日 教育再生実行会議 第５次提言「今後の学制等の在り方について」において、フリースクールな

どの学校外の教育機会の公的な位置づけを検討することが提言される 
 ９月１０日 安倍首相が「東京シューレ」 訪問 
１０月２７日 下村文部科学大臣（当時）が「フリースペースえん」 視察 
１０月～ 文部科学省「フリースクール等で学ぶ子供への支援・不登校対策」省内検討チームを設置、丹羽

秀樹文部科学副大臣（当時）が主査に就任 

２０１５年                                             

 １月２７日 文部科学省「フリースクール等に関する検討会議」及び「不登校に関する調査研究協力者会議」

設置 
 ２月１８日 超党派フリースクール等議連 法案作成・立法を宣言 
 ３月 ４日 教育再生実行会議 第６次提言「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育

の在り方について」において、「再チャレンジ」支援の総合的な推進のため、フリースクールに

おける多様な学びを含めた抜本的な不登校対策、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカー、地域人材の配置充実が提言される 
 ４月１４日 フリースクール等に関する検討会議（第４回）を最後に中断 
 ５月 ７日 教育再生実行会議 第７次提言「これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う教育、

教師のあり方について」において、発達障害や不登校の子どもに対するフリースクールを含む多

様な学びの機会の支援が提言される 
 ５月２７日 超党派フリースクール等議連・夜間中学等義務教育拡充議連の合同総会にて、「多様な教育機会

確保法（仮称）案」の試案が採択 
→２０１５年度通常国会会期中の成立が目指される 

 ６月～９月 夜中議連との合同立法チームなどで議論が進められる 
 ７月 ８日 教育再生実行会議 第８次提言「教育立国実現のための教育投資・教育財源の在り方について」

の参考資料において「フリースクール等で学ぶ子供への支援・不登校対策」について教育再生実

行会議第５次提言を受け、学校という枠を超えて新たな教育の在り方について本格的に検討 

２０１５年夏頃までに中間まとめ、２０１５年度内に最終まとめが示される 
 ７月３０日 文部科学省「義務教育終了者が中学校夜間学級への再入学を希望した場合の対応に関する考え方

について（通知）」 
→形式卒業者の夜間中学受け入れを認める 
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 ８月 ５日 文部科学省「小・中学校に通っていない義務教育段階の子供が通う民間の団体・施設に関する調

査」結果公表 
→フリースクール等に在籍する義務教育段階の子どもは約４２００人 
（不登校児童生徒約１２万人のうち、およそ３.５％） 

 ９月 ２日 合同議連総会にて、「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法律案（座

長試案）」通称「フリースクール法案」が提出される 
 ９月 ７日 不登校に関する調査研究協力者会議「不登校児童生徒への支援に関する中間報告〜一人一人の多

様な課題に対応した切れ目のない組織的な支援の推進〜」提出 
→「児童生徒理解・教育支援シート」の提案 

 ９月１５日 法案、議連や自民党内での合意が取れず、国会上程見送り・継続審議に 
 ９月２４日 アベノミクス新「３本の矢」一億総活躍への挑戦で、安部首相がいじめや発達障害など様々な事

情で不登校となっている子どもたちの環境改善とフリースクールの子どもたちへの支援、子ども

たちひとりひとりの個性を大切にする教育再生を所信表明 
１０月 ７日 立法チーム座長（当時）だった馳浩衆議院議員が文部科学大臣に就任 

→「一億総活躍社会」の実現の一環として、不登校支援を明言 
１１月 一部報道にて「義務教育の段階に相当する普通教育の機会の確保に関する法律案」が自民党内で

まとめられ、上程・成立が目指されていることが報じられる（朝日新聞、読売新聞など） 
１１月１９日 フリースクール等に関する検討会議（第５回）が約７ヵ月ぶりに再開 
１２月２１日 中央教育審議会「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」 
１２月２２日 合同議連総会にて丹羽秀樹衆議院議員（前文科副大臣）が新座長、下村博文衆議院議員（前文科

大臣）が顧問に就任 
２０１６年                                             

 ２月 ２日 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案（仮称）骨子

（座長試案）」が提出される 
→「フリースクール支援法案」ではなく、学校復帰を前提、適応指導教室・不登校特例校の拡充、

学校外の学習活動の管理強化を図る「不登校対策法案」に 
 ２月１２日 

 ２月１６日 

 ３月 ８日 

立法チーム議員勉強会にて賛成・反対の民間団体や教育委員会などのヒアリングが開かれる。 
２月１２日 ４団体に各々５分のヒアリング、２月１６日 ４団体に各々５分のヒアリング、３月

８日 ５団体に各々１０分のヒアリング 
 ３月１１日 合同議連総会にて「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法

律案（座長案）」逐条文案完成、議連では意見がまとまらず各党持ち帰りに 
  同 日 不登校に関する調査研究協力者会議にて「児童生徒理解・教育支援シート（案）」と「不登校児

童生徒への支援に関する最終報告（案）」が配布される 
「児童生徒理解・教育支援シート」完成→２０１６年度より運用予定 

「不登校児童生徒への支援に関する最終報告」は４月下旬現在未提出 

  同 日 文部科学省「不登校重大事態に係る調査の方針について（通知）」 
→いじめによる「不登校重大事態」を把握する調査の実施 

 ４月 文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」の２０１５年分より、「不

登校」を従来の「３０日以上の欠席」に加え、「９０日以上の欠席」「出席１０日以下」「出席０

日」と把握を細分化する方針 
 ５月 教育再生実行会議 第９次提言が取りまとめられ提出される予定 

第９次提言素案参考資料では「不登校等の子供たちへの教育」について８頁にわたり報告 
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